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Ⅰ　問題の所在
現代的な取引においては、二当事者間の契約関係を超えて、三人以上の多数関与
者間で複数の契約を組み合わせることによって、各関与者の固有の利益が実現され
る取引が散見される。例えば、下請負、マンション分譲、サブリースなど、契約関
係が連鎖（連続）している場合や、第三者与信売買、ファイナンスリース、フラン
チャイズなど、契約関係が循環ないし放射状に展開している場合である。このよう
に、多数関与者間で、複数の契約によって各関与者の固有の利益を実現するために
行われる取引現象は、「多角・三角取引」と呼ばれる（以下では、「多角取引」と称
しておく）(1)。
(1)多角取引全般を取り上げた研究として、椿寿夫「民法学における幾つかの課題（七）（八）
（九）」法学教室 231号（1999）31頁以下、同 232号 55頁以下、同 233号 65頁以下（い
ずれも 2000）、同「三角取引（多角取引）について（上）（中）（下）―新しい契約類型の像」
NBL1048号 4頁以下、同 1050号 44頁以下、同 1051号 41頁以下（いずれも 2015）、
椿＝中舎寛樹編『多角的法律関係の研究』（日本評論社、2012）、椿編著『三角・多角取
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そして、これまでの多数関与者による取引の構造把握に関しては、基本的には、
これを二当事者間の法律関係（契約関係）に還元するという構成が採られてきた。
しかし、多数関与者の関係をあくまで二当事者間契約に基づいて独立的・分断的に
構成するだけでは、そのような契約関係にない関与者の固有の利益を反映した結果
を導くことができない場合も出てくる。例えば、下請負において、注文者と下請負
人間の法律関係は不明確であり、下請負がさらに連鎖的に拡大する場合の元請負人
と末端の下請負人との関係も不明確である。また、リース取引において、サプライ
ヤーとユーザー間の法律関係を契約関係として基礎づけることが困難であったり、
第三者与信売買における信販会社と消費者間のいわゆる抗弁権の接続についても
問題とされてきた。
このような状況において、本稿は、これまでの複合契約取引論においても主要な
考察対象とされてきた、契約が連鎖する取引場面を取り上げる(2)。AB間の契約
を起点にして、BC間の契約、さらにCD間の契約へと連鎖し、元々二当事者間で
行われていた取引が第三者を引き込む形で拡張していく取引形態として特徴づけ
られる。たとえば、転貸借（民法 613条）や下請負、製造物の流通・販売、複合相
次運送など同一の契約（賃貸借、請負、売買、運送契約）が連鎖する場合の他、マ
ンション分譲取引にみられるように異なる契約（請負と売買）の連鎖など種々の場
面が考えられる(3)。
引と民法法理の深化（別冊NBL161号）』（商事法務、2016）、「日本私法学会シンポジウ
ム資料：多角・三角取引と民法」NBL1080号（2016）4頁以下など参照。
(2)「契約の連鎖」という分析手法は、フランス法の議論の紹介にみられるが（松浦聖子「フ
ランスにおける契約当事者と第三者の関係および契約複合理論」法学研究 70巻 12号
（1997）561頁下、野澤正充「枠契約と実施契約―『契約の集団』論の新たな展開―」日仏法
学 22号（1999）164頁以下など）、既に椿教授は、製造物責任を契約責任として構成する
中で用いている（椿寿夫『民法研究Ⅰ』（第一法規、1983）299–300頁〔初出、1970〕）。
(3)契約が連鎖する多角取引といっても、例えば、相次運送や販売連鎖のように、契約が直列
的に連鎖している場合もあれば、多数の顧客を抱えての放射状型ともいえる販売網もみ
られる。また、単一の売買であっても、そこでは売主が他者との売買契約を介して目的
物を調達してはじめて買主との売買が締結されることも多いであろうし、請負について
は、請負人が材料を調達してそれを下請負人に委託し、さらに元請取引の実現へ向けて
複数の契約が結びついているような場合もある（河上正二「多角取引（三角取引）の意
義・構造・法的性質と機能―多角取引・三角取引を見るもう一つの視点」NBL1080号（2016）
38頁以下参照）。したがって、連鎖型取引といってもその捉え方によっては明確に特徴
づけることは困難ではないか、また、多角取引一般の議論に接合していかないのではな
いかとの疑問も予想される。論者には、「複合契約」と「契約の連鎖」の区別については
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ここでは、各関与者固有の利益を実現するために、関連する複数の契約をどのよ
うにして一体的に構造把握するかが課題となる。ある契約当事者の他の連鎖的契
約当事者（第三者）に対する、契約不履行責任の追及や相手方に対する請求権の直
接的行使などが問題とされ、契約の相対効原則や拘束力の再検討、契約・責任主体
の見直しなど、多角取引一般に投げかけられる問題がここでも浮上する。
また、後述するように、契約が連鎖するタイプの多角取引では、第一契約（AB）
と第二契約（BC）とが取引目的の達成のために相互補完性を有している点に特徴
があり、相互補完性は強いものから弱いものまで存在する。したがって、このよう
な多角取引では、第二契約の取引当事者の第一契約に対する従属的な地位の程度差
に応じた法律構成が検討されるべきである。そして、このような従属的関与者の法
的地位に関しては、これまで議論の蓄積が認められる、いわゆる履行補助者論が格
好の理論的素材を提供するように思われる。
そこで、以下では、第一に、現代的多角取引及び古典的（法定）多角取引を例示
し、その特徴と問題点を整理した上で、「契約の連鎖」型多角取引の一体的（多角
的）構造把握と段階的な場面を提示する。第二に、これまでの履行補助者論の動向
を整理した上で、多角取引関係における履行補助者概念の機能に関して検討する。
第三に、以上を踏まえて、多角取引関係における履行補助者概念の有用性ないし展
慎重な見解もある（武川幸嗣「複合契約関係における契約責任と『当事者』『第三者』」池
田＝平野＝西原編著『民法（債権法）改正の論理』（新青出版、2010）693頁、岡本裕樹
「複合契約取引論の現状と可能性」松浦＝松川＝千葉編『加賀山還暦・市民法の新たな挑
戦』（信山社、2013）538頁参照）。
確かに、これらの指摘は現象としては否定できず、特に、二当事者間の個別契約に基づ
いて独立的・分断的に捉える場合（「複合契約的発想」）にはそのような理解に至るものと
思われる。しかし、一定の取引目的の達成へ向けて存在する複数の契約を一体的に捉え
る場合（「多角的発想」（複合契約的発想と多角的発想については、中舎「多角・三角取引
と民法：問題提起」NBL1080号（2016）4頁以下参照））には、そこで検討されるべき問
題場面として「契約の連鎖」類型が浮上するであろう。これまでの比較法研究の中では、
「契約の結合・集合・集団」といった取引現象の検討の中で「契約の連鎖」類型が考察対象
とされてきており、特に、一部の履行障害が他の部分に及ぼす影響関係が議論されてき
た。したがって、種々の多角取引構造を考察する際には「契約の連鎖」類型が格好の理
論的素材を提供するものと思われ、また、契約結合やネット契約、さらには団体法的思考
に立脚した取引構造の検討へと展開される中で（藤原正則「第三者与信売買・ファイナ
ンスリース・フランチャイズ―契約結合からネット契約へ」NBL1080号（2016）19頁以
下、同訳『グンター・トイブナー 契約結合としてのネットワーク』（信山社、2016）参
照）、「契約の連鎖」類型はその出発点として考察されるべき場面だと考える。
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開可能性について検討したい(4)。
Ⅱ　「契約の連鎖」型多角取引論の展開
1　現代的多角取引の特徴と問題性
以下では、民法典には直接の規定はないものの、経済活動において社会的実態と
して明確な定型性を有し、かつ反復継続している多角取引を取り上げる。
⑴ 下請負
下請負の原初的形態(5)は、A（注文者）B（請負人）間の元請負契約を起点に、
さらに別個にBC（下請負人）間の下請負契約へと連鎖するものであり、一般には、
CはA・Bに対して従属的立場にある者として解されてきた(6)。ここでは、請負目
的物の所有権の帰属をめぐるACの関係の他、ずさんな工事が行われた場合のAの
Cに対する不完全履行・瑕疵担保責任の追及、A・BのCに対する安全配慮義務、
CからAへの直接の報酬請求の可否などに関して議論される(7)。特に、中間者た
るBが倒産状態に至ったような場合には、AC間に直接的な法律関係を認める必要
がある。しかし、これまでの議論からは、AC間の法律関係はもちろん、下請負が
連鎖的に拡大する場合の元請負人（B）と末端の下請負人との関係も明確ではない。
⑵ マンション分譲取引
マンション分譲取引は、分譲業者（B）が建築施工業者（C）と提携して、一定
の計画の下に最終的にマンションの各専有部分を多数の購入者（A）に分譲するこ
とを目的とする取引であり、請負と売買の連鎖が認められる。ここでは、当該マン
(4)筆者は、本テーマに関して日本私法学会シンポジウムで報告する機会を得た（拙稿「下請
負・マンション分譲・サブリース・転貸借―契約の連鎖と従属的関与者」NBL1080号（2016）
12頁以下、同「履行補助者と多角取引」椿編著・前掲注（1）220頁以下）。本稿は、シ
ンポジウム準備会及び学会当日の質疑等を踏まえ再論を試みるものである。
(5)下請負の多様な諸形態については、芦野訓和「請負契約における複数関与者と法律関係・
序説―下請負人を素材として―」東洋法学 52巻 2号（2009）60頁。
(6)最三小判平成 5・10・19民集 47巻 8号 5061頁は、CはAとの関係ではBの「履行補助
者的立場」に立つとして、AB間において出来形部分の所有権の帰属につきなされた特約
の効力は第三者であるCにも及ぶとした。
(7)芦野訓和「下請負と多角的法律関係」椿＝中舎・前掲注（1）301頁以下参照。
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ションに瑕疵がある場合、Aには、契約関係にないCに対しても直接に不完全履行
責任・瑕疵担保責任（損害賠償請求、瑕疵修補請求）の追及が認められるべきであ
るとすると、その責任構成が問題となる。Bが事後的な対応能力や資力を欠いた場
合、あるいは十分な対応をしない場合で、他方、Cにその能力があり、またその責
任が大きい場合などには、Bに対する責任追及だけではAの救済にとって不十分・
不公正な場合もある。この場合、連鎖的契約相互の取引構造上の一体性が問われる
ことになるが、Cは、取引の仕組みをBと共同して構築しそれに参加しそれを利用
していることに責任（「取引」参加責任）の根拠を求める見解(8)も表明されている。
同様に、請負と売買の連鎖的取引について、建物の建築請負人らの責任と第三者
の関係が問題とされた事例がある。最二小判平成 19・7・6民集 61巻 5号 1769頁
（最一小判平成 23・7・21判時 2129号 36頁〔最判平成 19年の差戻上告審〕）では、
建物の購入者が、建物の瑕疵について、建物の売主ではなく、この売主の契約相手
方である建物の建築請負人及び設計・工事監理受託者に対して、不法行為に基づく
損害（修理費用、逸失利益、調査費用等の）賠償請求を行っている。このような請
求の認否に関しては、契約当事者間の契約責任（債務不履行責任・瑕疵担保責任）
による規律からの潜脱を問題視し、建築請負人・工事監理受託者の責任は、同人ら
と売主との間での契約責任の範囲に限定すべきであるとの見解(9)がある。しかし、
このような解釈は、第三者の契約外の請求権を契約規範に服せしめることを意味す
るため、契約の相対効原則に抵触するとの批判(10)もある。ここでも、連鎖的取引
において直接の契約関係に立たない関与者間の責任構成が問題になっている。
⑶ サブリース取引
サブリースは、建物所有者（A）から不動産業者（B）が建物を一括して借り上
げ、自らの採算でこれを個々の転借人（C）に転貸する。AB間では、BC間の契約
を当然予定し、かつその対価として契約期間中の賃料の最低額が保証される仕組み
となっており、さらにAD（金融機関）間の融資契約が組み込まれることも多く、
(8)西島良尚「『マンション分譲取引』と『三角取引（多角取引）』」椿編著・前掲注（1）140
頁以下、同「『マンション分譲取引』と『三角取引（多角取引）』に関する覚書」流経法学
16巻 1号（2016）1頁以下参照。
(9)武川・前掲注（3）701頁以下、同「契約責任と第三者・その 2」法学セミナー 740号
（2016）116頁以下、平野裕之「判批」民商法雑誌 137巻 4・5号（2008）72頁以下な
ど参照。
(10)岡本・前掲注（3）541頁。
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連鎖的契約結合関係が認められる(11)。民法上の転貸借（613条）とは異なり、BC
間の転貸借はAB間の利益の源泉であり、サブリース取引に組み込まれた不可欠の
構成要素となる。サブリース取引の法的性質に関する理解は分かれるが(12)、これ
を多角的法律関係とみることの有用性は、Bが設計した「転貸システム」にAが同
意することにより、直接的な契約関係にないAC間にも法律関係が形成され、特に
取引終了後の法律関係（賃貸借の対抗や保証金返還義務など）を認めることが可能
となる点が指摘されている(13)。
⑷ その他の取引
製造物の流通・販売取引においては、欠陥商品の被害者が直接の契約関係にない
製造者に対する製造物責任の追及に関して、平成 6年の製造物責任法制定以前に盛
んに議論された。主に契約責任構成と不法行為責任構成の当否が争われたが(14)、
多角的取引の観点から、契約の連鎖関係上にある製造者の契約責任を「当事者の意
思」のみならず「取引の仕組み」あるいは「契約の構造」から根拠づける主張もみ
られる(15)。
運送取引に関しては、貨物の複合相次運送や下請運送では、事故発生区間の特
定が困難であるとみれば、全体としての契約連鎖構造の把握が必要となる(16)。ま
た、旅行契約（特に募集型企画旅行契約）では、その法的性質を旅行業者と個別の
サービス提供機関の関係からどのように解するかが、旅行者からの責任追及の構成
にも関わってくる(17)。
(11)サブリースの類型に関しては、澤野順彦「サブリースと賃料増額請求」NBL554号（1994）
36–37頁参照。
(12)例えば、事業受託契約が基本契約となり、それに基づき建築工事請負契約や賃貸借契約
が締結される一連の「複合取引」である（加藤雅信「不動産の事業受託（サブリース）と
借賃減額請求権（上）」NBL568号（1995）21–22頁）とか、ABとBCの二つの契約が
重層的に存する「組織型契約」である（鈴木禄弥「いわゆるサブリースの法的性質と賃料
減額請求の可否」ジュリスト 1151号（1999）91頁以下）とされる。
(13)亀田浩一郎「サブリース取引と多角的法律関係」椿＝中舎・前掲注（1）413頁以下、同
「サブリースと三角・多角取引」椿編著・前掲（1）122頁以下参照。
(14)議論の詳細は、平野裕之『製造物責任の理論と法解釈』（信山社出版、1990）273頁以下
参照。
(15)椿・前掲注（2）298頁以下。
(16)河上正二「複合的給付・複合的契約および多数当事者の契約関係」磯村＝鎌田ほか『民法
トライアル教室』（有斐閣、1999）299頁、落合誠一「運送取引（3）―数人の運送人関与
の類型と相次運送等」法学教室 296号（2005）81頁参照。
(17)森田宏樹『契約責任の帰責構造』（有斐閣、2002）101頁以下、189–190頁、潮見佳男
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⑸ 小　括
ある契約当事者の不履行により、他の連鎖的契約の当事者（第三者）に損害が生
じたような場合、被害者保護に立脚した責任構成が検討されなければならない。注
文者と下請負人、建物購入者と請負人、荷送人・荷受人と運送人、旅行者と個別の
サービス提供機関などとの間での不完全履行責任・瑕疵担保責任の追及など種々の
場面が予想される。もっとも、不法行為責任を追及することも可能であるが、債務
不履行構成を採ることにより、債務者が帰責事由のないことを立証しなければな
らず、被害当事者の負担を軽減でき、また、損害賠償以外にも履行請求権（追完
請求権）や契約の解除など契約法規範の適用を考慮できるメリットも無視し得な
い(18)。さらに、ある契約当事者の他の連鎖的契約当事者（第三者）に対する直接
の請求権についても検討されるべきである。例えば、下請負人が元請負人に対して
有する報酬請求権の注文者に対する直接請求や、復受任者の委任者に対する直接の
報酬・費用等の支払請求などが考えられる。
これまで、複合契約取引の構造に関して種々の見解が主張されてはきたが(19)、
未だ諸説が林立している状況にある。このような中で、上述のような問題の解決を
図るためには、取引関与者の関係をあくまで二当事者間契約に基づいて独立的・分
『債権総論Ⅰ〔第 2版〕』（信山社出版、2003）302頁、加藤雅信『新民法体系Ⅲ債権総
論』（有斐閣、2005）154頁、159–161頁など参照。
(18)なお、第一契約（AB）から第二契約（BC）へと連鎖する場合、ABまたはBC間の免責・
責任制限条項等のCまたはAへの影響が問題となる（平野裕之「契約外の第三者と損害
賠償責任―主体を異にする複数の契約間の影響関係を中心として―」『玉田古稀・現代民法学の
諸問題』（信山社出版、1998）85頁以下、武川幸嗣「契約責任と第三者・その 1」法学セ
ミナー 739号（2016）71頁以下など参照）。これまで、主に運送契約や保管型契約に関
して議論されてきた。そこでは、契約条項は債務不履行責任のみならず不法行為責任に
も適用されるか、契約当事者以外の第三者に条項の効力を及ぼすことは契約の相対効原
則に反しないか、また、CをBの履行補助者とみる場合には、CにB以上の責任を負わ
せることの当否やBC間内部での清算可能性等を当該条項の趣旨に照らして判断する傾
向にある。
ABCを一体的に捉える多角的発想からは、原則的にはAB間またはBC間の特別な事
情に基づく条項の効力は他の関与者には及ばないとみることになろうが、取引の構造・
仕組みや関与者の意思的要素も考慮して判断されることになろう。
(19)議論の詳細は、岡本・前掲注（3）527頁以下、中舎寛樹「多角的法律関係の法的構造に
関する覚書」法政論集 227号（2008）193頁以下参照。例えば、契約上の義務の第三者
保護効（なお、契約義務論の詳細は、拙著『契約責任の構造と射程―完全性利益侵害の帰責
構造を中心に―』（勁草書房、2010）13頁以下参照）や特定承継論、債権者代位権の転用
論などが展開されてきた。
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断的に構成するだけでは足りず、各関与者は他のすべての関与者に対し権利義務を
有し一体的な取引を構成するとの構造把握が必要となる。
2　古典的（法定）多角取引の構造―適法転貸借（民法613条）
⑴ 民法 613条の構造
古典的（法定）多角取引に現代的取引に親近ないし共通するものがあれば、多角
取引構造を理解する上で有用である。以下では、適法転貸借（民法 613条）を取
り上げる。
613条は、A（賃貸人）の承諾を得てB（賃借人・転貸人）が賃借物をC（転借
人）に転貸する場合、AC間に契約関係はないが、CがAの所有物を使用・収益す
る点から直接の法律関係を認め、Aに対するCの直接的義務を定めている。本条
が規定されるに至ったのは、AのBに対する債権のための先取特権をCの動産に
拡大する 314条につき、Cの債務の範囲に限定する必要に迫られたためであると
される(20)。
通説的見解は、613条は、Aの利益の保護を目的とした規定であると解する(21)。
すなわち、承諾転貸により、AB間には何ら影響はなく、AはBに権利行使できる
（613条 2項）。ABとBCは別個の契約であるから、転貸借によりAC間に何ら契
約関係は生じないが、民法は、特にAを保護するために、CはBとともにAに直
接に賃料支払義務及び目的物返還義務を負うものとした（613条 1項）。ただし、
Cは、Aに対して転貸借契約により定められた賃料以上を支払う義務はなく、ま
た、転貸借契約において定められた期限以前に賃料を支払う必要もない(22)。な
(20)加賀山茂「民法六一三条の直接訴権《action directe》について（一）」阪大法学 102号
（1977）72頁以下参照。
(21)我妻榮『債権各論中巻一』（岩波書店、1957）461頁以下、加藤雅信『新民法体系Ⅳ契
約法』（有斐閣、2007）342–344頁など参照。
(22)ただし、AのCに対する直接請求権の行使に関する疑問も指摘されている（来栖三郎『契
約法』（有斐閣、1974）349頁）。
なお、民法（債権関係）改正案は、判例・通説を取り入れて、より具体的に以下のよう
に規律する。
「（転貸の効果）613条　賃借人が適法に賃借物を転貸したときは、転借人は、賃貸人と
賃借人との間の賃貸借に基づく賃借人の債務の範囲を限度として、賃貸人に対して転貸
借に基づく債務を直接履行する義務を負う。この場合においては、賃料の前払をもって
賃貸人に対抗することができない。
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お、AB間の賃貸借契約の解除のCへの影響に関しては議論がある。
そして、これまで、CはBの履行補助者であるとされ（大判昭和 4・3・30民集
8巻 363頁、大判昭和 4・6・19民集 8巻 675頁）、Aに対しては片面的な責任だ
けを負い、Aとの間ではCはBに従属する地位に立つとされてきた。
⑵ 直接訴権構成説の主張
学説においては、AのCに対する直接請求権をフランス法の直接訴権を根拠に
説明する見解がある。加賀山教授(23)は、613条はフランスの直接訴権を導入した
ものであるとして、以下のように説明する。AB間の契約とBC間の契約は別個独
立のものではなく、相互に密接に関連している。そして、BのCに対する債権は、
直接訴権の行使の後Aに移転し、その結果AのCに対する直接請求権を発生する。
このAの直接請求権は、AがBに対して有する債権を保全する範囲で、BがCに
対して有する権利をAが独占的・排他的に利用できるものである。613条 2項が
AのBに対する権利行使を妨げないとしているのは、Aを保護するために、Bを連
帯保証人として履行の責任を負わせたもの（BのAに対する債務の連帯保証への
転換）であるとする。
同じく平野教授(24)も直接訴権構成を採るが、その根拠をAの保護には求めな
い（314条の先取特権で十分）。すなわち、613条はフランスの直接訴権を導入し
た規定であるが、その意義は、直接の請求権を認めた便宜的規定ということではな
く、むしろAのBに対する債権（金銭債権）につき、BのCに対する債権からの
優先的回収を可能にすることにあるとする。
しかし、以上のような見解に対しては、通説的立場からの異論もある。鈴木博
2 前項の規定は、賃貸人が賃借人に対してその権利を行使することを妨げない。
3 賃借人が適法に賃借物を転貸した場合には、賃貸人は、賃借人との間の賃貸借を合意
により解除したことをもって転借人に対抗することができない。ただし、その解除の当
時、賃貸人が賃借人の債務不履行による解除権を有していたときは、この限りでない。」
(23)加賀山・前掲注（20）「（二・完）」阪大法学 103号（1977）87頁以下、同『契約法講義』
（日本評論社、2007）330頁以下、493–494頁。なお、転貸借契約は賃借人（転貸人）と
転借人間の二当事者契約ではあるが、その性質は賃貸人に対する「第三者のためにする
契約」であるとする（同「保証人、転借人、下請負人の保護のための『サブ契約』理論の
構築」明治学院大学法科大学院ローレビュー 22号（2015）7–9頁）。
(24)平野裕之「債権者代位権の優先的債権回収制度への転用（三）―最終的な給付の帰属者の優
先的保護の法的可能性―」本誌 72巻 6号（2000）92–95頁、108頁以下。
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士(25)は、直接請求権を広く認めることは、Aに一応の優位を与えるが、Bの一般
債権者の利益が害され、また、BのCに対する債権との併存を認める限り、Aの保
護は徹底されないとする。
⑶ 転貸借と多角取引関係
613条の下では、転借人は、賃貸人の承諾を得た場合であっても原賃貸借に従属
し、賃貸人に対する片面的な責任・義務だけを負わされる。そして、これまで、転
貸借はあくまで二当事者間の契約関係を前提に理解され、613条は、契約関係にな
い者に対する権利を定めた限定的な規定にすぎないものとされる。また、前述した
直接訴権構成説も、AB間とBC間の契約相互の関連性を意識してはいるが、そこ
ではあくまでAのCに対する直接請求権の論拠を提示するに留まっている。した
がって、このような理解は、契約関係にない当事者（賃貸人・転借人）間の関係を
多角取引構造に取り込むものではなく、これによって三関与者間に存する種々の利
益状況に応じた法律効果を導くことは困難である。
しかし、他方で、転貸借の関与者を一体的に捉えるべきであることも主張されて
いる。椿教授(26)は、転借人を多角関係にある関与者とみることにより、賃貸人に
対し、賃借人と併存するかたちで、例えば賃借物修繕請求権を有し賃料債務を負う
とみることも可能だとする。また、村田教授(27)は、転貸借の構造を全体システム
として捉え、システムへの各当事者の「参加意思」を根拠に多角的関係性を主張す
る。このような立場からは、古典的類型についても、元々多数関与者を一体的な関
係にあるものとして予定していたと理解することから出発することになる。
3　多角取引構成の当否
⑴ 「契約の連鎖」型多角取引の特徴
第一は、契約の「社会的・経済的一体性」に関してである。一般に、多角取引な
いし複合取引は、多数関与者間で内容の異なる複数の契約が締結され、それらが
(25)鈴木禄弥「いわゆる直接請求権の承認をめぐる利益衡量」民商法雑誌 78巻臨時増刊号
（1）末川追悼・法と権利Ⅰ（1978）326–327頁、332–336頁、同『債権法講義四訂版』
（創文社、2001）773頁。
(26)椿寿夫「《多角》ないし《三角》関係について―取引法での一視座」椿＝中舎・前掲注（1）
14頁。
(27)村田彰「契約の成否・結合と多角的法律関係」椿＝中舎・前掲注（1）135頁。
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社会的・経済的に一体となって取引目的を達成し得る法律関係として概念規定さ
れる(28)。このような理解は、特に第三者与信売買やファイナンス・リース取引な
ど、複数の契約が循環的に併存する取引について強調される。例えば、「複数の契
約によってはじめてその取引を行う当事者が企画した経済的な利益の移転が完結
する取引」(29)であるとか、「複数の契約が結びついて一定の経済目的を達成するよ
うに仕組まれている取引（契約の統合化）」(30)として特徴づけられる。つまり、こ
れらの取引にあっては、取引目的の実現へ向けて、各契約間の一体性・相互関連
（依存）性が当初から予定されている、換言すれば、関与者の一人が抜けても目的
を達成し得ないものといえる。これに対し、契約が連鎖する場合は、各契約間の一
体性が必ずしも前提とはされない。マンション分譲取引やサブリース取引のよう
に、当初から一定の取引目的の達成へ向け契約の連鎖が当然に予想できる場合も認
められるが、一般には、各個別の取引目的の達成へ向けて連鎖上の契約の存在を必
ずしも前提としない、換言すれば、各契約自体において目的を達成し得る場合が認
められる。この点で、連鎖的取引においては、複数契約間の一体性、相互関連（依
存）性の度合は強固ではない。
第二は、取引関与者の従属的地位に関してである。下請負人は、元請負人の履行
補助者的立場に立つ者であるとか、元請負契約は親亀で、下請負契約はその背中に
乗る子亀だとされ(31)、注文者に対する関係で従属的地位にあるとされてきた。同
様に、適法転借人も賃借人（転貸人）の履行補助者とされ、また、賃貸人に対して
片面的な責任だけを負い、賃貸人との間で賃借人（転貸人）に従属する地位に立つ
とされてきた。しかし、これらの者を常に従属的関与者でしかないとみることを疑
問視し、従属から独立までの段階的あるいは類型的な地位を認めるべきであること
も主張されている(32)。このように、契約が連鎖する取引構造を考えるに際して、
関与者の従属性・独立性という観点にも留意されるべきである。
(28)中舎・前掲注（19）186頁。
(29)山田誠一「『複合契約取引』についての覚書（1）」NBL485号（1991）30–31頁。
(30)千葉恵美子「『多数当事者の取引関係』をみる視点」伊藤＝國井他編『椿古稀・現代取引
法の基礎的課題』（有斐閣、1999）161–162頁。
(31)前掲注（6）参照。
(32)椿・前掲注（1）「民法学における幾つかの課題（七）」34–35頁、同「同（九）」68頁。
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⑵ 多角取引構成の当否
第一契約（AB）を起点に第二契約（BC）へと連鎖する取引においては、特に直
接の契約関係にないAC間の法律関係をどのように構築するかが課題となる。すな
わち、Aは、CのBとの契約についての契約不履行または信義則上の義務違反を理
由にCに直接に責任追及（損害賠償、追完（瑕疵修補）請求、契約の解除など）を
し、Cは、Bに対する請求権（報酬・費用等の支払請求、転借人（C）による賃借
物修繕請求など）をAへ直接行使する可能性をどのように引き出すかである。
前述したように、第三者与信売買やファイナンス・リース取引など（契約循環
型）は、複数契約間の経済的一体性の程度は強く、いわば複数の契約が結合するこ
とにより取引目的が達成される。これに対し、契約連鎖型では、複数契約間の一体
性は必ずしも強固なものではなく、各契約のみでもその経済目的は達成し得る。し
かし、取引実態としては、関与者は順次連鎖的契約を通して活動範囲を広げ、固有
の利益を獲得するとみられる。つまり、契約連鎖型にあっては、契約結合とまでは
いえないものの、各契約が相互に補完し合って取引目的の達成に至る取引形態とし
て理解できる(33)。このような契約の相互補完性から多角取引構造を特徴づけると
して、各契約ないし関与者間の関与の程度に応じてさらに段階的に捉えられる。
すなわち、①CはBの陰に埋没し完全な従属的地位にある場合（CがBの子会
社・系列会社として、両者が緊密・強固な関係にあるような場合）、②Bが主役では
あるが、CもAとの間で一定の法律関係が認められ、Bの履行を補完する地位（補
完的・保証的地位）にある場合（CがBとの間で特定の分野につき業務提携(34)し
(33)これまでは、「経済的一体性」や「目的の共通性」、「給付相互の関連性」などを個別契約
間の接合要因として説明されてきたが、いずれも二当事者間契約に立脚した（複合契約
的発想に基づく）理解である。これに対し、多角的発想に立脚する理解は、関連した複
数の個別契約を一体的に捉えることから出発してその法律関係を考える。そして、各契
約ないし関与者間の相互補完性を根拠に多角取引関係を認める場合、それは、「取引の仕
組み・構造・システム」という客観的要素のみならず、取引目的の前提となる関与者の意
思解釈という主観的要素も考慮される。ただし、その「取引目的」は、社会的・客観的に
想定される類型的目的ではなく、当該取引関係に入った関与者の個別具体的な目的とみ
るべきであろう。
(34)詳細は、椿寿夫「提携契約論序説（上）（下）」ジュリスト 846号 117頁以下、同 849号
101頁以下（いずれも 1985）、執行秀幸「第三者与信型消費者信用取引における提携契
約関係の法的意義（上）（下）」ジュリスト 878号 94頁以下、同 880号 134頁以下（いず
れも 1987）など参照。
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ているような場合）、③CはBから独立しており、Aに対してBと同列の関与者と
なり得る場合（共同行為者的地位）に分かれるであろう(35)。
①が通例であろうが、この場面は基本的には伝統的な「履行補助者」概念(36)を
介在させて、全体として二当事者契約関係（A・B―C、A―B・C）に還元できる。
ただし、中間者たるBが倒産状態（無資力）にあるような場合には、AC間に直接
的な法律関係を認める必要があり、各関与者の権利義務を反映させるべく一体的な
取引（多角取引）構成が検討されなければならない。
②は、①の場面と比べCのBに対する従属性の程度は低く（独立性が高く）、関
与者間の多角取引構成がより妥当する場面である。もっとも、CがBに対して一
定の従属的地位にある場合には、CがAに対して負担すべき責任内容（特に、損害
賠償）及びAに対して行使し得る請求権の範囲は、BのAに対する利益保障とC
のBとの契約上の義務によって限界づけることも考えられる(37)。
これらに対し、③の場面では、CはBと同列の関与者としての地位にあり、多角
取引構成が最も効果を発揮する場面だといえる。①におけるようにCをBの履行
補助者とみるような場合には、伝統的な考え方の下では、Aに対して責任を負うの
はBだけであり、Cが責任の主体とされることはない。これに対し、ここでは、A
は、BまたはCに対して別個に責任を追及し、B・Cによる契約債務の共同不履行
として構成することも可能である。ただし、共同不履行者間の責任構成（例えば、
(35)椿・前掲注（1）「民法学における幾つかの課題（九）」69頁参照。
(36)後述「Ⅲ履行補助者と多角取引」参照。
(37)例えば、前述した最判平成 19・7・6判決にみられるように、請負と売買が連鎖する取引
においては、建物の請負人（C）は、注文者（B）ではなく建物購入者（A）に対して責任
を負う場面が想定される。そこでは、Aは、Bに対する不履行責任・瑕疵担保責任の権利
行使期間が経過しているような場合には Cの責任はBとの間の責任に制限されるから、
もはや責任追及はできないのか、あるいは別個にAはCに対して不法行為責任を追及で
きるのか、できるとして、それはAの要保護性が高く、またCの違法性が高いような場
合に限定されるのか、といった点が議論される（前掲注（9）所掲の論考参照）。また、加
害者にとっては、自分の責任は自分が締結した個別の契約により制限されることにより
責任が予見可能となるとの衡平性も主張される（武川・前掲注（3）701頁以下、都筑満
雄『複合取引の法的構造』（成文堂、2007）181頁以下参照）。
しかし、このような考えは複合契約的発想に拠るが、多角的発想からは、加害者を個
別の契約関係に拘束させる必要はない。したがって、基本的にはAC間にも契約関係を
認め、直接の不履行責任・担保責任が妥当し、さらに不法行為責任との競合が問題とさ
れることになる。
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併存的債務引受や併列的（全額・分割）責任構成、不真正連帯債務構成など）に関
してはなお検討を要する(38)。また、C・BがAに対して請求権を行使するような
場合にも種々の構成が考えられる（各自単独請求や共同請求、連帯債権としての構
成など）(39)。さらに、②の場合と同様に、AのCに対する責任追及およびCのA
に対する請求の範囲は、直接の契約相手方（B）との規律により限界づけられるか
否かも問題となる(40)。なお、連鎖的契約が順次拡張していく場合も予想され、上
述の多角取引関係として評価されるべき場面は、一定の範囲に限定されることにな
ろう(41)。
(38)検討されるべき課題は多いが、まず、共同不履行者間の責任は、共同不法行為（民法 719
条）の扱いに準じて考えることもできるであろう。関与者の行為相互間の関連共同性に
関しては、周知のように、客観的関連共同性があれば足りるとの立場が判例・通説とさ
れてきたが、今日ではなお議論され、また、共同不法行為責任を不真正連帯債務と解する
ことに関しても再検討されている。
そこで、共同不履行者に関しては、例えば、下請負取引については、請負人と下請負人
間には独立性・従属性の程度には差はあるものの、一定の協力関係があり、その意味で
は十分な共同性が認められるとの指摘がある（石外克喜「注文者と請負人・下請負人」判
例タイムズ 393号（1979）68頁）。この点は、マンション分譲取引や旅行契約などにつ
いてもいえるであろう。そして、この共同不履行責任について、連帯債務か不真正連帯
債務かが問われることになる。また、「全額単独責任」が併存すると解し併存的債務引受
構成を考えるとしても、連帯か不真正連帯かが問題となり得る。
なお、一人の不履行者に全額責任を負担させたとして、不履行者間の求償関係が認め
られるならば必ずしも不当・不公平とはいえない（椿寿夫「責任の併存・分割・集中」法
律時報 60巻 5号（1988）16–17頁）。また、共同不法行為の取扱いに準じて、過失割合
や損害発生の寄与分に応じた負担部分があるとして、「分割債権」とみてそれを根拠に求
償関係を認める方向も考えられる（中井美雄「複数の債務不履行関与者」判例タイムズ
393（1979）154–155頁）。さらに、関与者の一部を履行補助者と解する場合には、過失
相殺により責任調整することも考えられる（中井・前掲 157頁）。
多角取引に関しては、規定の単なる類推適用を超えた構造上の問題として考えるべき
であると思うが、債権総論レベルでの分割債務、不可分債務、連帯債務といった概念分類
がどこまで有用なのかという問題も含め、「多数当事者の債権関係法理の再検討」という
問題が浮上するように思われる。
(39)議論は盛んではないが、一人の請求権者の行使について、他の請求権者との間で不当利
得による調整が考えられる。また、連帯債権（類似の）構成に関しては、連帯債務とは逆
に、債権者の保護という観点から慎重な対応が必要となるであろう。
(40)前掲注（37）参照。なお、ABCを対等な関与者として一体的に捉える場合、Cの契約不
履行は（Bのみに対してではなく）直接Aに対する不履行として、また、同様にCの請
求権も（Bのみに対するものではなく）Aに対する直接的な請求権として理解する可能
性も出てくる。
(41)一体的な取引関係（多角取引関係）として構造把握できる射程は一定範囲に限定されよ
うが、その際の画定規準が問題となり得る。基本的には、共通の取引目的から認められ
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Ⅲ　履行補助者と多角取引
1　履行補助者の意義・機能
⑴ 緒　論
履行補助者とは、債務者が債務の履行のために使用する者をいう。このような者
の故意・過失によって債権者に損害を与えた場合、債務者自身が責任を負うかにつ
き、ドイツ民法などとは異なり、わが国の民法には明文の規定はない。単に一定の
条件の下で債務履行の代行者を使用することを定める規定があるにすぎない（104
条、105条、658条 2項、1016条 2項など）。しかし、現代社会では、債務は多く
の場合に本来他人を使って履行されることが予定されているといえ、履行補助者の
概念は、このような者の故意・過失についても債務者自身に債務不履行責任がある
とするための法理として発達した。
そして、履行補助者は、多角取引関係において登場する場合も少なくなく、債権
者・債務者・履行補助者の三者関係の構造を検討する必要がある。しかし、履行補
助者とされる者は、企業内の被用者や債務者の家族、債務者との契約を介する独
自の事業者（運送人、請負人、銀行など）等、その内容は多種多様である(42)。ま
た、履行補助者の行為につき債務者はいかなる要件の下で、どこまで責任を負うの
かも問題となる。このように、履行補助者の範囲・類型、責任性質・要件などに関
し共通の理解が得られているわけではない。
以下では、これまでの履行補助者論の状況を整理した上で、多角取引関係論にお
ける履行補助者の機能をめぐる議論を検討する。
⑵ 履行補助者責任論の動向
①　伝統的通説
履行補助者の行為に対する債務者の責任については、民法典の起草者の意図は不
明であり、学説は、当初、消極的に解していた(43)。その後、昭和 4年の大審院判
る「各契約間の相互補完性」の存在が限界規準として考えれる。なお、「契約目的の同一
性」に限界規準を求める見解がある（岡本・前掲注（3）538–539頁参照）。
(42)奥田昌道編『新版注釈民法（10）Ⅱ』（有斐閣、2011）183–185頁〔北川善太郎・潮見
佳男〕参照。
(43)履行補助者に関する判例・学説の動向については、鳥谷部茂「履行補助者」星野編集代表
『民法講座第四巻』（有斐閣、1985）15頁以下参照。
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決（前掲大判昭和 4・3・30、大判昭和 4・6・19＝転借人（及びその被用者）を
履行補助者とみて、その過失につき賃借人（及び転借人）の債務不履行責任を認め
た）を契機に、以後判例・学説は、履行補助者の故意・過失は信義則上債務者の故
意・過失と同視すべき事由とみて、民法 415条の債務者の帰責事由の問題として
位置づける原則が確立した。そして、通説は、履行補助者とは、債務者の意思に基
づき債務の履行のために使用される者であって、法律上の関係に基づく場合に限ら
ず、債務者に対して社会的・経済的に従属的な地位にある必要もないとした上で、
次のように類型的に整理する(44)。
真の意味での履行補助者（債務者の手足として使用する者（被用者））について
は、債務者はその者の故意・過失について常に責任を負う。そして、債務者に代
わって履行の全部を引き受ける者（履行代行者）については、さらに三つの場合に
分けられる。（ⅰ）明文上（民法 104条、625条 2項、658条、1016条 1項など）
または特約で履行代行者を用いて使用することが許されない場合には、履行代行者
を用いたことが既に債務不履行であり、債務者は履行代行者の故意・過失がなくと
も責任を負う。（ⅱ）明文上履行代行者の使用が許される場合（民法 104条、106
条、625条 1項、658条 1項、1016条 1項ただし書など）には、債務者は履行代行
者の選任・監督に過失があった場合にのみ責任を負う。（ⅲ）特約や法律で履行代
行者の使用が許可も禁止もされていない場合には、履行補助者と同様に扱われる。
伝統的通説にあっては、債務者が履行補助者の行為に対して干渉可能性（指揮、
選任、監督など）が留保されていればよいというように、履行補助者を広く解して
いる。
②　近時の有力説（使用者責任対比説）
通説の掲げる履行補助者の類型論に対しては、近時、これを根本的に批判する見
解が有力である。その理由は、通説の掲げる履行補助者と履行代行者の区別が曖昧
であること、通説のいう履行代行者を用いることが許されない場合は、もはや履行
補助者の問題ではなく債務不履行一般の問題であること、通説は代理の場面と履行
の場面を混同していること、また、干渉可能性概念を履行補助者責任の成立要件
とすべきではない（干渉可能性のない履行補助者についても債務者は責任を負う
べき）ことなどにある。そして、履行補助者の問題は、債務者の帰責事由の問題
(44)我妻榮『新訂債権総論』（岩波書店、1964）107–109頁。
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としてではなく、「他人の行為に基づく責任」という観点から、不法行為における
被用者の行為についての使用者責任との対比において理解されるべきであるとす
る(45)。その上で、通説に代わる新たな類型をあげる。
落合・平井説(46)は、履行補助者を技術的に「被用者的補助者」と「独立的補助
者」（請負人や鉄道、郵便事業など）に分け、いずれについても債務者の責任を認
め、しかも民法 715条 1項ただし書の免責を認めないところに履行補助者責任の
独自性があるとする。また、同様の発想を支持しつつ、これらとは異なる観点から
使用者責任とのバランスを主張する見解もある。前田説(47)は、「独立的履行補助
者」については、債務者はその者の過失についてだけ責任を負い、故意責任は排除
されるというやり方で責任軽減を図る。今西説(48)は、債務者の履行補助者に対す
る干渉可能性要件を一部復活させ、その有無から履行補助者を「独立的補助者」と
「被用者的補助者」に分け、それをさらに（ⅰ）完全独立的補助者（郵便・鉄道等
運送機関、金融機関）、（ⅱ）不完全独立的補助者（提携業者の一方が他方の履行補
助者となる場合や、賃貸人に代わって賃貸物の修繕義務を履行する者）、（ⅲ）不完
全従属的補助者（債務者の被用者であるが、その専門能力・知識・経験から緩やか
な干渉しか受けない者（勤務医や医療従事者））、（ⅳ）完全従属的補助者（企業の
従業員など、使用者の指揮・命令等の干渉を受ける者）に類型化する。そして、使
用者責任とのバランスから債務者の責任軽減が認められるのは（ⅰ）であり、それ
は干渉可能性はないから履行補助者に該当しない。
以上の見解はいずれも履行補助者を債務者に対する独立性の有無から類型化し
て捉える。そして、被用者的補助者（従属的履行補助者）を 715条における被用
者と結合させるとともに、独立的補助者（独立的履行補助者）についても履行補助
者概念から債務者に責任を負わせ、715条との分断を明確にする(49)。
(45)履行補助者と被用者の関係については、中舎寛樹「履行補助者と被用者」磯村＝鎌田ほ
か・前掲注（16）195–199頁参照。
(46)落合誠一「履行補助者の過失による責任の再構成」私法 41号（1979）87頁以下、平井
宜雄『債権総論〔第 2版〕』（弘文堂、1994）85–86頁。加藤・前掲注（17）156–158頁
も同旨。
(47)前田達明『口述債権総論〔第 3版〕』（成文堂、1993）162–163頁。
(48)今西康人「いわゆる履行補助者論は、今後どういう方向が問題となるか」椿寿夫編『講
座・現代契約と現代債権の展望第 2巻』（日本評論社、1991）132–136頁。
(49)中舎・前掲注（45）202頁参照。
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③　契約不履行説
近年、従来の説をいずれも批判し、履行補助者責任の根拠を契約債務の不履行に
求め、その契約責任としての性質をより鮮明にさせる見解が台頭している。伝統的
通説に対しては、履行補助者の故意・過失が債務者の帰責事由と同視されることの
理論的根拠が明確ではなく、有力説では、使用者責任によってカバーされない履行
補助者責任の帰責根拠が明確にされず、また、「他人の行為」が契約内容及び債務
の履行過程にどのように取り込まれたものとして評価できるのかという視点が欠
けていると批判する。
この立場にある森田説(50)は、履行補助者責任の根拠を、債務者が契約上の債務
を一方的に変更できないという契約の拘束力（契約の尊重）の視点から、他人の行
為を自らの「履行行為」として用いたという意思決定に見出す。そして、このよう
な帰責根拠が妥当する「債務不履行の一般原則としての履行補助者責任」において
は、その本旨不履行は履行補助者責任（履行代行者との区別及び被用者的補助者と
独立的補助者という区別も不要）の行為により判断される。結果債務の場合は、一
定の結果の不実現があれば、それが履行補助者が直面した不可抗力によって妨げら
れたことを立証しない限り債務者の責任が肯定され、手段債務の場合は、履行補助
者が契約上要求される注意または思慮を尽くさなかったという履行補助者の行為
態様により債務者の責任の成否が判断される。また、この他に、政策的な利益考量
に基づく代位責任としての「『他人の行為』による契約上の保障責任」が認められ
る場合もあるという（例えば、運送人やホテル経営者などの役務提供という「他人
の行為」に対する旅行業者の責任）。
潮見説(51)は、債務発生原因としての契約及びその履行過程に第三者（履行補助
者）がどのように組み込まれているのかという評価視点から整理する。そして、第
三者の行為について債務者が責任を負う場合として、第三者の使用が禁止されてい
る場合、結果債務の場合と手段債務の場合に区別する。手段債務に該当する場合と
して、当該第三者の行為を根拠に責任を負う場合（過失責任原理）の他、組織化さ
れた役務提供について債務者の組織編成義務違反を理由とする責任（例えば、コン
ピュータ化された物流の場面、主催旅行契約（現募集型企画旅行契約）における旅
(50)森田・前掲注（17）98–99頁、101頁以下、159頁以下。
(51)潮見・前掲注（17）284頁、292頁、297–303頁。
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行業者の責任、振込委託契約における仕向銀行の責任など）を挙げる。
契約不履行説は、債務者は自らの意思により履行補助者を債務の履行のために用
いたのだから、履行補助者の行為はまさに債務者の履行行為に他ならないとみる。
したがって、債務者は契約上どのような債務を負担したのか、その履行行為として
履行補助者の行為がどのように評価されるのかを考える点で共通する(52)。
⑶ 履行補助者概念の射程
①　議論状況の整理
伝統的通説は、「債務者の手足」という表現によって履行補助者の債務者に対す
る独立性の有無に着目し、履行代行者と区別して理解する。しかし、履行補助者と
履行代行者の区別は、債務者に対する法律関係の性質（雇用か請負・委任かなど）
や従属性・独立性の程度により、債務者の行為（そのもの）を構成するか否かで相
違するものの、いずれについても債務者が責任を負うとみる限りでは両者を区別す
る実益に乏しい。そこで、有力説は、通説において不明確であった履行代行者概念
を排し、履行補助者概念に一元化させた上で、従属的（被用者的）補助者と独立的
補助者に区別して捉える。しかし、有力説にあっても、債務者に対する独立性の有
無から類型化されており、しかも結論として独立的補助者と同じく処理されるた
め(53)、両者に類型化すべき意味も疑問となる。しかし、後述するように、多角取
引構成からは別の意味づけが可能である。
したがって、通説及び有力説においては、履行補助者と履行代行者、従属的（被
用者的）補助者と独立的補助者の区別規準は必ずしも明らかではない。これらに対
し、契約不履行説は、履行補助者を債務の履行過程において位置づけ、補助者の行
為を債務者の履行行為に直結させ、しかも補助者を類型化せずに一体的に捉えてい
る。基本的には、契約不履行説の理解は適当であると考えるが、なお履行補助者概
念の内容は明確ではない。
(52)契約不履行説を支持する見解として、平野裕之『プラクティスシリーズ債権総論』（信山
社出版、2005）255頁、内田貴『民法Ⅲ〔第 3版〕』（東京大学出版会、2005）147頁、
中田裕康『債権総論〔第 3版〕』（岩波書店、2013）142–144頁など。
(53)ただし、債務者による干渉可能性のない独立履行補助者（完全独立的補助者）を履行補助
者から排除する見解もある（今西・前掲注（48）参照）。
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②　履行補助者概念の拡張
履行補助者は、民法典には規定がない概念であり(54)、債務不履行責任を構成す
べく債務者の帰責事由要件として用いられてきた。そこで、どのような場面におい
て履行補助者が認められるのか、換言すれば、補助者の行為（本旨不履行）により
債務者が責任を負うべき要件をどこに求めるかが問題となる。実態としては、債権
者との契約により決せられる債務の内容から、履行補助者の行為が債務者の行為そ
のものを構成する場合、または、債務者が補助者を利用することにより活動範囲を
広げ利益を得ていることなどから、補助者による行為の結果を債務者に帰責させ
ることが適当な場合である。結局、（ⅰ）債務者が債権者との契約による債務とし
て特定の債権者利益の実現を引き受けたこと、（ⅱ）債務者が債務内容の実現へ向
けた行為を第三者（履行補助者）に委ねた（義務づけた）こと、（ⅲ）当該第三者
（履行補助者）の行為は債権者利益の実現へ向けられたものであること、がその評
価規準となろう(55)。
そして、このような規準によれば、履行補助者概念は広く解されることになる。
しかも、履行補助者を独立的補助者も含め一体的に捉える学説の傾向においては、
それは物の利用補助者や契約締結に関わる締約補助者、給付の受領補助者などにも
及び得る。さらに、これまで従属的関与者とみられてきた復代理人、使者、転借
人、占有補助者（所持機関）などとの関係も含め、履行補助者は補助者論の重要な
理論的素材となり得る(56)。
(54)民法（債権関係）の改正論議においては、履行補助者責任に関しても議論されたが、条文
化されるには至らなかった（新堂明子「契約と第三者」法律時報 86巻 1号（2014）52
頁参照）。
(55)なお、民法典に「履行補助者の過失」に関する規定（BGB278条）を置くドイツにおいても、履
行補助者概念の拡張（「非独立の補助者（直接的履行補助者）」と「独立の事業者（間接的履行補
助者）」の区別）や対象となる補助者の行為の射程（給付義務のみならず、保護義務や契約前の行
為義務も問題となり得る）、有責性（過失）の規準（債務者の行為に拠るのか、あるいは補助者の
行為に拠るのか）、使用者責任（BGB831条）との関係（責任根拠の明確性、債務者の指揮命令
下にあるか否か、免責可能性の存否）などに関して議論がある (Dieter Medicus / Stephan
Lorenz, Schuldrecht ⅠAllgemeiner Teil, 20. Aufl.2012, S. 184ff. ; Hans Brox /
Wolf-Dietrich Walker, Allgemeines Schuldrecht, 37. Aufl. 2013, S. 204ff. ; Dirk
Looschelders, Schuldrecht Allgemeiner Teil, 12 Aufl. 2014, S. 185 ff. ; Christoph
Wendelsteim, Zur Schadenshaftung fur ,,Erfu¨llungs“ - Gehilfen bei Verletzungen
des Integritatsinteresses, AcP 2015, S. 70ff.など参照）。
(56)椿・前掲注（1）「民法学における幾つかの課題（七）」34–35頁、金山直樹「契約締結補
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2　多角取引関係論と履行補助者
⑴ 履行補助者論の展開
一般に、多角取引関係において、履行補助者は他の関与者に対して従属的地位に
ある者として解されている。それは、主に契約が連鎖するような取引関係において
みられる。例えば、前述したように、判例は、下請負人は注文者・請負人に対して
従属的な地位にある者と解し、また、転借人は、転貸人（原賃借人）の履行補助者
とされ、原賃貸人に対しては片面的な責任だけを負うとされてきた。また、旅行契
約（特に募集型企画旅行契約）に関して、これを旅行業者による旅行サービス提供
契約（請負契約）と解し、旅行者に対する債務の履行のために用いられる運送業者
や宿泊業者等を履行補助者（独立的履行補助者）とみて、その者の過失につき旅行
業者が債務不履行責任を負うとの構成が主張される(57)。しかし、このような理解
に対しては、この契約は旅行業者が運送業者等の個別のサービスを手配する趣旨の
契約（準委任契約）にすぎず、旅行業者はその斡旋・手配に過失があった場合にの
み責任を負うとの構成(58)や、旅行業者の責任を運送業者等の役務提供という「他
人の行為」に対する代位責任と解する見解(59)もある。
さらに、履行補助者は、AB間の契約、BC間の契約、CA間の契約が循環的に併
存するような場合にも論じられる。第三者与信売買においては、信販会社は加盟店
契約の締結に際し販売店の調査義務を負担し、その結果を立替払契約の締結に際し
て購入者に開示・説明しなければならない。そして、販売店主導の不正行為が生じ
た場合には、信販会社にこの開示・説明義務違反につき販売店を履行補助者（締約
補助者）としたことに関しての責任（契約締結上の過失責任）を負わせることに
より、購入者の保護を図る見解(60)がある。また、リース取引においてはサプライ
ヤーとユーザー間に契約関係はないが、ユーザーの救済が問題となる場合（例え
ば、リース物件の瑕疵担保責任）には、サプライヤーをリース会社の履行補助者
助者の理論」法学研究 88巻 7号（2015）1頁以下など参照。
(57)加藤・前掲注（17）154頁、159–161頁。
(58)潮見・前掲注（17）302頁。
(59)森田・前掲注（17）101頁以下、189–190頁。
(60)植木哲『消費者信用法の研究』（日本評論社、1987）202–203頁。同旨、今西・前掲注
（48）161–162頁
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（または締約補助者）と構成することも検討されている(61)。なお、履行補助者の
「契約当事者」性にも着目され、診療契約における勤務医について、患者に対する
「契約当事者」としての適格性が問題とされる(62)。
⑵ 履行補助者の機能
債権者（A）・債務者（B）・履行補助者（C）という構成は、多角的法律関係にお
いても認められる。前述したように、下請負や転貸借、旅行契約の他、第三者与
信売買やリース取引においても議論がある。「契約の連鎖」型多角取引では、AB、
BCへと連鎖し、伝統的な理解からはA対B・C（A―B・C）という構成が一般的
である。
しかし、今日、履行補助者概念は、単に債務者に対する従属的な関与者のみなら
ず、債務者との契約を介した独立の事業者（運送人や請負人、金融機関等）も含ん
だ概念として考える傾向にある。いわゆる「従属的（被用者的）補助者」と「独立
的補助者」という類型化であり、さらに、履行補助者を債務の履行過程において位
置づけ、補助者の行為を債務者の行為と直結させて、補助者を類型化せずに一体的
に捉える見解も有力となっている。
このように、履行補助者概念を広く認めていく傾向にあっては、履行補助者を常
に従属的な関与者でしかないとみる必要はなくなる。そのため、履行補助者が債権
者との間で一定の法律関係にある場合や、債務者と同列の関与者にある場合も否定
できず、従属から独立までの段階的あるいは類型的な地位を認めるべきであること
も主張される(63)。
このような理解からは、前述した（Ⅱ 3（2））段階的な多角取引の第 2の場面（B
が主役ではあるが、CもAとの間で一定の法律関係が認められる場合）及び第 3
の場面（CはBから独立し、Aに対してBと同列の関与者となり得る場合）のC
についても、その履行補助者性を認めていく可能性も出てくる。この場合、問題
は、C（履行補助者）の責任をBが負うだけでなく、CがAに対して直接に責任を
負うことをどのように根拠づけるかである。履行補助者論からは、債務者による履
行補助者への干渉可能性や履行補助者の故意・過失を債務者の帰責事由と同視する
(61)今西・前掲注（48）162–164頁。
(62)今西・前掲注（48）157–159頁、前田泰「診療契約と多角的法律関係」椿＝中舎・前掲
注（1）428頁以下、同「診療契約と多角的法律関係」椿編著・前掲注（1）182頁以下。
(63)椿・前掲注（32）。
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ことの理論的根拠、履行補助者の従属性・独立性の程度による債務者の責任の軽重
への影響といった諸観点が問題となる。
Ⅳ　「契約の連鎖」型多角取引と履行補助者概念
1　多角取引関係の構造
これまで検討したように、「契約の連鎖」型多角取引に関して、従来の議論は、
第一契約（AB）と第二契約（BC）をあくまで独立・分断させて構成する傾向に
あった。しかし、直接の契約関係にない関与者であるA及びCの利益保護を反映
できない難点があるとの問題意図から、当該多角取引の性質を契約の相互補完性に
求め、各契約・当事者間の関与の程度に応じた段階的な取引構造を提示した。もっ
とも、このような場面設定は、決して恣意的なものであってはならず、取引の構造
把握と関与者の合理的な意思解釈を介してより客観的に位置づけることが課題と
なる(64)。
そこで、本稿では、多角取引関係にある各契約ないし当事者間の関与の程度に応
じて、①CがBの陰に埋没し完全な従属的地位にある場合、②Bが主役ではある
が、CもAとの間で一定の法律関係が認められ、Bの履行を補完する地位（補完
的・保証的地位）にある場合、③CはBから独立しており、Aに対してBと同列
の関係者となり得る場合（共同行為者的地位）に、段階的な場面設定を試みた。こ
こで、債権者A、債務者B、履行補助者Cに置き換えてみると、BがAとの契約
による債務としてAの利益の実現を引き受け、Bがその実現へ向けた行為をCに
委ね（義務づけ）、また、Cの行為はAの利益の実現へ向けられたものである、と
の関係が認められる。
そして、①は、履行補助者論における伝統的通説によると、基本的には二当事者
契約関係（A―B・C）に還元されることになろう。これに対し、②は、①の場面
と比べCのBに対する従属性の程度は低く（独立性の程度が高く）、さらに、③の
場面では、CはBと同列の関与者としての（より独立性が高い）地位にある。これ
(64)なお、前掲注（33）参照。
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ら②③の場面が、多角的取引構成の効果が発揮される場面だといえるが、ここでの
Cは従属的関与者としてどのように位置づけられるかが問題となる。
2　履行補助者概念の有用性―従属的関与者の位置づけ
上述した従属的関与者Cに関する段階的な理解は、履行補助者にも当てはまる
であろう。債権者A、債務者B、履行補助者C間において、A・Cを法的に結合さ
せて捉える場合には、各関与者は他のすべての関与者に対し権利義務を有し一体的
な取引を構成しているという基本的視点に立脚する必要がある。そして、CがB
に完全に従属する場合が通例であるとしても、CもAとの間で一定の法律関係が
認められる場合やCがBと同列の関与者となる場合も否定できない。このような
理解は、履行補助者概念を広く理解する今日の傾向にも整合するものである。ただ
し、これまでの議論からは、履行補助者はあくまで債務者の債務不履行責任を導く
ための理論的基礎となるにすぎず、それ以上の展開は期待できない。
しかし、前述した伝統的通説おいては、履行補助者の故意・過失が債務者の帰責
事由と同視されることの理論的根拠が明確ではないとされ、また、近時の有力説
（使用者責任対比説）にあっては、そもそも債務不履行責任から離れ履行補助者を
不法行為責任との対比で問題としており、そこでは契約関係の理解が欠落してい
る(65)。したがって、債務発生原因としての契約及びその履行過程に履行補助者が
どのように組み込まれているのかという評価視点に立脚する契約不履行説の主張
が基本的に支持されるべきである。その上で、多角取引における履行補助者の段階
的な理解が展開されるべきであると考える。
そこで、まず、履行補助者を段階的・類型的に捉えることが許されると考える
と、履行補助者（C）の認定に際して要求される債務者による干渉可能性は、一義
的に判断されるものではなく、履行補助者の従属性の程度により濃淡の違いが出て
くるものにすぎないといえるであろう。また、履行補助者の故意・過失を債務者
の帰責事由と同視することの理論的根拠に関しては、ABCを一体的に捉えること
（多角的発想）により導かれるといえ(66)、必ずしも批判の対象とされる論点だと
(65)山本敬三「受託者の自己執行義務と責任の範囲―復代理制度と履行補助者責任論の再検討を手
がかりとして」道垣内＝大村＝滝沢編『信託取引と民法法理』（有斐閣、2003）132頁参照。
(66)つまり、A（債権者）に対する関係でCのBに対する従属性の程度が問題とされ、従属性
が高ければBがAに対して責任を負うということにもなろうし、あるいは、従属性が低
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は思われない。
そして、CのBに対する従属性の程度は、AのB・Cに対する責任追及に関わっ
てくるものと思われる。すなわち、履行補助者論の一部にもみられるように、履行
補助者の従属性の程度が低い場合（独立的補助者）には、債務者（B）の責任はそ
の範囲で縮減されると考えられる。また、このような考え方に立脚して、従属的関
与者の従属性に関する議論を推し進めていくと、CのAに対する直接的な請求権
を認める可能性も出てくるように思われる。
Ⅴ　結　び
前述したように、履行補助者概念は、債務者の債務不履行責任を導くための理論
的基礎として議論されてきた。履行補助者論は、第一契約（AB）と第二契約（BC）
の連鎖的多角取引においては、主にAのB・Cに対する責任追及を考える際の理
論的素材を提供するものである。今後、従属的関与者（C）のAに対する直接的請
求権の根拠づけとともに、多角取引関与者の法的性質を解明する必要がある(67)。
もっとも、多角取引関係の構造を解明する上で、今後さらに検討すべき課題も多
い。「契約の相対効原則」の再検討(68)や「契約当事者」・「第三者」・「補助者」と
いった概念整理(69)も必要となる。また、多角取引関係の法的性質（あくまで契約
関係として位置づけるべきか、あるいは特別の法律関係として概念規定するかな
い（独立性が高い）場合には、CがAに対して独立して責任を負うということになろう。
(67)本来、多角関係概念は、直接の契約関係にないAC間にも相互の債権債務関係を認める
ところに意義がある。その意味では、履行補助者はAC間の相互関係を導く概念ではな
く、多角関係には馴染まないとの評価も予想される。しかし、相互の債権債務関係を認
定することが現実的ではないような場合（例えば、マンション分譲取引における建築施
工業者の購入者に対する請求権）には、一方的な債務関係における多角関係性を検討す
ることも許されるのではなかろうか。
(68)契約概念の史的変遷や民法典の立法過程とその後の展開なども踏まえた検討を要するが、
方向性としては、同原則の完全否定か、例外的処理の理論化、あるいは同原則の回避とい
うことになるように思われる（なお、岡本裕樹「『契約は他人を害さない』ことの今日的意
義（一）（二）（三）（四）（五・完）」法政論集 200号 107頁以下、同 203号 173頁以下、同
204号 135頁以下、同 205号 119頁以下（いずれも 2004）、同 208号（2005）335頁以
下参照）。
(69)なお、池田真朗「契約当事者論」山本＝大村他『債権法改正の課題と方向（別冊NBL51
号）』（商事法務研究会、1998）147頁以下参照。
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ど）の解明も重要な課題である(70)。
複合契約取引論は、今後、契約結合やネット契約論(71)、さらには団体法的志向
に立脚した取引の構造把握へと議論が進展することが予想され、いわば重層的な契
約の相関関係性を検討する上でも、契約連鎖取引の検討はその出発点となるように
思われる。
（明治大学法学部教授）
(70)中舎寛樹「多角的発想からする法律構成の可能性」NBL1080号（2016）27頁以下参照。
(71)藤原教授（藤原・前掲注（3）参照）は、給付の分業化、市場の組織化という見地からネッ
ト契約を検討する。例えば、建築プロジェクト（大規模建築工事）における複数の下請
負人間の協働関係やサブリースにおける建物所有者と不動産業者が、ネットを構成する
取引関係にあるものと考えることになる。ここでは、契約の連鎖構造がネット契約の中
に取り込まれ、展開されているとみることができるであろう。
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